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① 中国化学業界、２７年から排出権取引参加 

2025 年 11 月 4 日 化学工業日報 

 

 【上海＝中村幸岳】 

中国政府は２０２７年以降段階的に、化学業界に全国排出権取引市場（ＥＴＳ）への参加を義務付ける。同国国務院な

どがこのほど「グリーン・低炭素転換の推進と全国炭素取引市場の建設強化に関する意見」を発表。２７年をめどに化

学・石油化学や非鉄金属、製紙、航空を含むエネルギー多消費型産業を包括的に、ＥＴＳ枠組みに参加させる方針を示

した。化学品の価格上昇や、ＣＣＵＳ（ＣＯ２の回収、貯留、利用）普及などにつながる可能性がある。 

 中国政府は６０年のカーボンニュートラル達成を目標に据えており、今回の措置もその一環。現状、全国ＥＴＳへの参

加が義務化されているのは電力（２１年～）、鉄鋼、セメント、アルミ（以上２５年～）の計４業種。対象企業は約３６００社

で、中国全体のＣＯ２排出量の６割程度をカバーしているとされる。 

 政府はさらに化学など４業種の参加義務化を決定していたが、景気停滞や過当競争で企業の業績低迷が長期化する

なか、そのタイミングが注目されていた。化学業界では、温室効果ガス排出量見合いで、まずアンモニアやメタノールの

製造者が全国ＥＴＳ参加を義務付けられるとの見方もある。 

 ２７年以降、化学企業の温室効果ガスの排出コスト負担が増し、さらなる排出削減施策が求められる。結果として製品

価格の上昇につながる可能性がある。またＣＣＵＳの普及、ＣＯ２の原料利用などが拡大することも見込まれる。 

 「意見」は、２７年までに全国ＥＴＳが産業の主要排出部門を基本的にカバーすること、さらに３０年までにＣＯ２排出の

総量規制をベースに、無償・有償排出枠を組み合わせたシステムを確立することを求めている。方法論の統一、企業の

幅広い参加、国際的な整合性、信頼性と透明性などを重視するとしている。 

 全国ＥＴＳの運営などを担う上海環境エネルギー取引所などによると、排出権取引価格は昨年１１月、１０６元の最高値

を付けた。米国のパリ協定離脱などを受けて世界的にグリーン燃料や再生材の需要が伸び悩むなか、今年は中国の排

出権取引価格も昨年水準を下回って推移しているが、全国ＥＴＳの拡大にともない反転上昇が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② OPEC プラス有志国、26 年 1〜3 月に増産停止 ロシアに配慮か 

2025 年 11 月 3 日 日本経済新聞 

 

 

OPEC 内には生産方針をめぐる立場の違いもある=ロイター 

 

【バーレーン=岐部秀光】 

石油輸出国機構（OPEC）と非加盟のロシアなどで構成する OPEC プラスの有志国は 2 日、2026 年 1〜3 月に増産を停

止することで合意した。「季節要因を考慮する」と説明し、シェア回復の方針をいったん中断する立場を示唆した。 

25 年 12 月の生産は 10、11 月の増産幅と同じ日量 13 万 7 千バレルを増やすと決めた。「堅調な世界経済の見通しと

健全な市場のファンダメンタルズ（基礎的条件）は低水準の在庫に反映されており、生産調整を決定した」と表明した。 

サウジアラビアやイラク、ロシアなどの主要産油国が同日、オンライン会合で方針を確認した。 

11 月 30 日に再び会合を開いて方針を話し合うことも確認した。1〜3 月は北半球で冬季の暖房需要が高まるものの、

石油市場では近年、需給が緩む傾向もある。OPEC プラスの増産中断は一定の価格下支え効果をもたらす。 

OPEC プラスでは生産方針をめぐる立場の違いも広がっている。湾岸産油国が生産を増やしてシェアを回復したい一方、

ロシアは価格の下支えを重視する立場だ。OPEC 盟主のサウジは産油国の結束を優先し、ウクライナ侵略をめぐって経

済制裁を受けるロシアに配慮した形だ。 

一方、トランプ米政権はサウジなどに原油価格を引き下げるよう圧力をかける。対米関係を重視するサウジは板挟みと

なり、困難なかじ取りを求められる。 

OPEC プラスの一部有志国は 9 月に日量 220 万バレル分の自主的な減産を、計画よりも 1 年前倒しで終えた。これと

は別に実施している同 166 万バレルの自主減産についても 10 月から縮小に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 洋上風力 30 年までの新設、中国が世界の 5 割 再エネ調達義務化が影響 

2025 年 10 月 25 日 日本経済新聞 

 

 

洋上風力の累積導入量の半分を中国が占める（江蘇省）=AP 

 

世界各国で洋上風力発電所の開発計画が縮小する中、中国の存在感が高まっている。中国企業の風車の価格は欧

米企業に比べて割安で、政府が企業に再生可能エネルギー調達を義務付けたことなどが後押しし、2030 年までの新規

導入容量は世界全体の 54%に達する見通し。中国はすでに稼働している発電所でも世界の 5 割を占める。風車の輸出

にも力を入れ、太陽光に続いて世界市場を席巻しつつある。 

 

世界最大の風車、1 基で 5.5 万世帯分 

北京の南東に位置する山東省の試験施設で 25 年 8 月、世界最大となる 26 メガ（メガは 100 万）ワットの風車が設置さ

れた。風車の羽根の部分を含めた高さは 300 メートル。設計や製造は全て中国国内で手掛け、発電効率や耐久性など

を検証したのち洋上向けの製品として販売する計画だ。 

風車を開発した東方電気の担当者は「1 基の発電量は年間 1 億キロワット時で、約 5 万 5000 世帯分の需要をまかなう

ことができる」と指摘する。ゴールドウィンドや上海電気など他の中国メーカーも 20 メガワット級のタービンを開発する方

針を示しており、従来は技術力で先行していた欧米メーカーを追い抜き始めた。 

 

新設計画、2 位英国の 5 倍 

中国メーカーが研究開発に巨費を投資し続けられる背景には、中国の洋上風力市場が堅調に推移していることがある。

米調査会社のブルームバーグ NEF（BNEF）の予測をもとに NIKKEI GX が 30 年までの洋上風力の導入見込み量を国別

に集計したところ、中国が計 72 ギガ（ギガは 10 億）ワットと全体の 54%を占めた。2 位の英国（15 ギガワット）の 5 倍近く

と、他国を圧倒する。 

世界風力会議（GWEC）の集計によると、洋上風力の累積導入量が中国がシェア 50%で、英国（19%）、ドイツ（11%）が続

く。米国やドイツはインフレや利上げの影響で事業の撤退や入札の不調で30年まではシェアの低下が見込まれる一方、

中国メーカーは過半のシェアを維持する見通しだ。 



政府が売電先の確保を後押し 

習近平国家主席は 20 年、二酸化炭素（CO2）排出量を 30 年までにピークアウトさせる目標を掲げ、再エネの産業育成

に注力する。省政府が洋上風力の開発海域を定めて事業者に開発させ、つくった電力を高値で買い取る固定価格買い

取り制度が 21 年まで続いたことで一気に導入が広まった。 

中国政府は 20 年に特定の企業に一定の再エネの購入を義務付ける RPS 制度を導入した。政府が鉄鋼やセメントなど

の業種別、都市別で再エネの調達義務を設定し、発電事業者が売電先を確保するのを政策で後押ししている。再エネ

比率の水準は毎年厳しくなっているが、国営企業を中心に大半の企業が目標を達成している。 

中国では太陽光発電や陸上風力の適地は内モンゴルなど内陸部にある一方、電力の大消費地は沿岸部にある。内陸

部からの送電しにくい沿岸部の企業は洋上風力からの電源調達が欠かせない。中国のエネルギー調査会社、インテグ

ラルの中西豪総経理は「洋上風力の発電コストは他の再エネと比べてまだ割高だが、クラウドや人工知能（AI）産業が集

まる南部を中心に売電契約が進んでいる」と指摘する。 

 

 

中国メーカーは増産や大型化を進め、コストを削減した=AP 

 

風車価格、5 年で 6 割下落 

市場の成長にあわせて風車メーカーも増産や大型化を進め、コスト削減も進んだ。風車は 1 基当たりの規模を大きくす

ることで、発電所に設置する台数を減らせ、建設費や保守費用も抑えられる。ただ、巨大な風車は基幹部品のブレード

やナセルを試験する設備も一から製造する必要があり、投資負担は大きい。 

BNEF によると 25 年上期までの 5 年間で中国製の風車価格は 6 割下落し、発電コストも低下傾向が続いている。イン

フレの影響で世界平均が 4 割上昇したのと対照的だ。中国ではデフレが続いているため資材高の影響が少ない。 

中国メーカーは世界シェアで上位 4 社を独占しており、競合の少ない海外市場にも目を向け始めている。首位のゴール

ドウィンドは南米を開拓するためブラジル工場の稼働を始め、世界 2 位のエンビジョンもインドで 3 カ所目となる工場の建

設を決めた。 

風車は部品点数が数万点と多く、産業の裾野が広い。欧米などは中国製品が流入することに警戒を強める。欧州連合

（EU）は中国の補助金を受けた企業が競争を阻害した疑いで調査に乗り出した。トランプ米政権も 8 月、中国企業を念頭

に風力タービンへの追加関税を視野に入れた実態調査を始めたと明らかにした。 

ただ欧州の発電事業者の間では、採算を確保するには割安な中国製の風車を使わざるを得ないという声も上がる。洋

上風力の建設コストは高止まりが続くなか、自国の産業育成との両立が各国共通の課題になっている。 

（泉洸希） 

 

 

 

 

 

 



④ 航空会社の脱炭素、石油元売りと主張平行線 高コスト SAF に二の足 

2025 年 10 月 29 日 日本経済新聞 

 

 

コスモの SAF 工場（堺市） 

 

二酸化炭素（CO2）の排出量が少ない再生航空燃料（SAF）には空の脱炭素の期待がかかる。ただ普及を巡り、石油元

売りと航空業界の主張が平行線をたどっている。 

元売りは航空会社が相応の価格で買うと約束しなければ製造設備に投資できないと訴える。一方で航空業界は燃料コ

ストが増えるのを警戒してためらう。政府は年内に新たな普及策を打ち出す考えだが、事業者がある程度のリスクを許

容しなければ脱炭素は進まない。 

4 月、コスモエネルギーホールディングスが国内で初めて SAF の量産を始め、積極的なテレビ CM で先進性をアピール

する。その陰でコスモに続く設備の稼働が危ぶまれている。 

「下手するとコスモの工場以外は建たないかもしれない」。資源エネルギー庁の担当者はこう漏らす。元売り各社は今

後 5 カ所での生産構想を掲げるものの、資材・建設費が高騰して投資に難色を示し始めたためだ。 

ENEOS ホールディングスの宮田知秀社長は「航空会社が買う確約をしなければ、生産設備への投資を決められない」

と主張する。各社とも国内の航空会社と交渉しているが「価格面で折り合いがつかない」（元売り幹部）という。 

エネルギー産業は 1 拠点への投資額が大きいことから、「最終投資決定（FID）」と呼ぶゴーサインの前に買い手の確保

を志向する。インフレ分を転嫁したい元売りと、コストをなるべく抑えたい航空会社の距離は開く。 

航空会社にとって SAF の採用は運賃、路線としての競争力に直結する。航空各社で構成する定期航空協会（東京・港）

は「営業費用の約 3 割を燃油費が占める。国産 SAF は依然高く、このままでは事業継続が困難になる」と訴える。SAF

の価格は現状、原油から精製する航空燃料に比べて 2〜3 倍高い。 

政府はエネルギー安全保障の観点から SAF を国内で製造する体制づくりを重視する。計 4000 億円ほどの補助金で元

売りの設備投資を後押しする代わりに、30 年度から一定量の供給を義務づける。 

ただ航空会社の購入行動までは現時点で縛っていない。航空会社としては本格的に使うタイミングで国産と輸入品の

価格を比べればよく、今の時点で契約を結ぶメリットは乏しい。 

政府は生産計画を頓挫させないため、SAF の需要を見通しやすくする追加の普及策を 12 月をメドに打ち出す。「全員

がハッピーになれる結論はない」（資源エネルギー庁の担当者）状態で、国内空港をたつ飛行機に一律に使用を義務づ

けるのが現実的だとの見方が多い。 

政府は 22 年に SAF を普及させるための官民協議会を立ち上げた。既存燃料との価格差を元売り、航空、旅客の誰が

吸収するのかはまだ議論がまとまっていない。航空券への転嫁だけでなく、出国税や空港使用料への上乗せなども考え

られる。 

元売りと航空会社の距離は「つくる側」と「使う側」が捉える時間軸の違いにある。新規ビジネスや環境対応にゼロリス

クで臨むことはできない。前のめりで飛び込む姿勢も互いに必要になる。 

（河野真央） 



⑤ CO2 を 8 割減らす航空燃料、東芝子会社が合成装置 空の脱炭素へ 

2025 年 11 月 4 日 日本経済新聞 

 

東芝子会社の東芝エネルギーシステムズは地球温暖化を引き起こす二酸化炭素（CO2）から航空機の燃料を効率的に

合成する技術を開発した。電気で CO2 を分解し、中間的な原料の「一酸化炭素（CO）」を作る。このほど装置の実証機を

作製した。太陽光や風力で発電した電気を利用して装置で CO を作れば、CO2 の排出量が従来より 8 割少ない航空機

燃料を合成できる。2027 年度に小型装置を商用化し、電化が難しい航空機の脱炭素につなげる。 

 

 

東芝エネルギーシステムズが開発した CO2 を電気分解する実証機 

 

温暖化の防止に向けて工場や火力発電所の排ガスが含む CO2 を回収する取り組みが進む。集めた CO2 を航空機向

けの合成燃料などに転換すれば脱炭素に役立つ。燃料を合成する過程ではまず CO2 から CO を作り、その後に水素と

反応させて主成分の炭化水素などを作る。東芝エネルギーシステムズの実証機は前者の反応に使う。 

実証機は長さが約 6 メートル、奥行きは 2 メートル強で、電気で CO2 を分解する「CO2 電解」という方法を用いる。この

手法は CO2 をセ氏 100 度未満、低圧の条件で分解でき、反応に使う水や水素の消費量を抑えられる。装置を小型化で

き、工場の敷地などに置きやすい利点もある。 

ただ従来はCO2 を水に溶かして分解する必要があり、反応速度の向上に限界があった。東芝エネルギーシステムズは

CO2 を気体のままで電気分解して処理量を高める独自の技術を開発した。装置の構造を工夫し、CO2 と水、電子の供

給量を自在に調整することで実現した。実証機は 1 年で 150 トンの CO を製造できる。 

同社は製造した CO と、太陽光などの再生可能エネルギーを使って作った電気で水を分解して作る「グリーン水素」を反

応させ、航空機向けの合成燃料の主成分である炭化水素に変える用途を想定している。 

 

 

 

 



航空機は自動車など他の乗り物に比べて動力の電化が難しい。現在のリチウムイオン電池などは重く、航空機に搭載

すれば機体の重量が増えて飛行距離が短くなるためだ。そこで従来のジェットエンジンを動力に使いつつ、化石燃料以

外の温暖化につながりにくい燃料を用いる方法が検討されている。こうした次世代の燃料を「SAF（持続可能な航空燃

料）」という。 

東芝エネルギーシステムズの試算では、再生エネ由来の電気で CO2 を分解して作った CO から SAF を合成すると、従

来のジェット燃料に比べて CO2 の排出量を約 80%減らせる。同社は環境省の委託事業を通じ、SAF の製造について東

洋エンジニアリングや出光興産、全日本空輸（ANA）などと事業化の可能性を探ってきた。 

CO は SAF のほかに化成品の原料にも使える。排ガスなどから回収した CO2 が含む炭素を化成品の合成に使えば脱

炭素につながる。 

今後は 27 年度に実証機と同規模の CO2 電解装置を工場など向けに発売する。需要を見極め、30 年ごろには CO2 の

処理能力を 100 倍以上に高めた大型機も商用化する方針だ。 

アンモニア合成の研究を進める東京大学の西林仁昭教授は、東芝エネルギーシステムズの技術について「（石油や天

然ガスから製造するときに CO2 が出る）水素ガスを使わずに、合成反応を起こす条件も（比較的低温で済むなど）温和

だ。日本発の技術として実用化が期待される」と評価する。 

 

 

CO2 電解以外の方法で CO2 から CO を作る研究も日本や海外で進んでいる。有力な技術の一つが、太陽の光が持つ

エネルギーを使う「人工光合成」だ。 

NTT は窒化ガリウムなどの触媒を用いた人工光合成の研究を進めている。樹木の光合成と同程度の速度で CO2 を処

理できる。23 年には世界最高水準の 300 時間以上にわたって生産を続けることに成功した。だが人工光合成には触媒

が劣化しやすかったり、装置を大型化するのが難しかったりする課題がある。 

他にも CO2 と水素を高温、高圧の環境で反応させる「逆シフト法」と呼ぶ手法もある。中国の西北工業大学は酸化セリ

ウムなどを用いた触媒の構造を工夫し、純度が 99.9%以上の CO を 1000 時間以上続けて生産した。8 月に英科学誌「ネ

イチャー・コミュニケーションズ」に論文を掲載した。 

ただ逆シフト法は水や水素を大量に消費するためにコストが高く、セ氏数百度の高温で反応を起こすために装置が大

型になる。 

CO2 の回収や利用に関する世界の市場は今後急速に拡大すると考えられている。富士経済が 24 年に発表した予測

によると、50 年に約 200 兆円と 23 年比で 17 倍に増える。今後は CO2 電解や人工光合成など様々な技術が CO の生

産効率などを競いながら改良が進む可能性が高い。 

東芝エネルギーシステムズが開発した装置も普及に向けて一度に製造できる CO の量をさらに増やさなければならな

い。今後、合成する速度や効率をさらに高める研究に取り組む。また CO2 を資源に使った燃料や化成品などの市場は

現時点では本格的に立ち上がっておらず、採算の見通しが立ちにくい。需要を見極めつつ用途の開拓などを進める必要

がある。 

（土屋丈太） 



⑥ 大分コンビナート、石化ー石精ー製鉄連携へ ＧＸ契機に機運再燃 

2025 年 11 月 4 日 化学工業日報 

 

 

大分石油化学コンビナート 

 

 大分コンビナートで石油化学、石油精製、製鉄の異業種連携の検討を始める。エチレン設備を操業するクラサスケミカ

ルを中心とする石化企業と、ＥＮＥＯＳ、日本製鉄が、副生物の活用、ユーティリティの相互融通などを視野に協議を本格

化する。地域全体でカーボンニュートラル（ＣＮ）への対応の具現化と競争力強化を両立する狙い。かねて未利用留分や

余剰エネルギーの融通といったテーマで議論が出ては消えを繰り返してきたが、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）

の推進を契機に、最適な連携の具現化を目指す。 

 ２０１２年にコンビナート立地企業と大分県、大分市をメンバーとして設置したコンビナート企業協議会で、物流や人材、

スマート保安などをテーマに企業間連携に関する議論を行っている。２５年度に、各社が副生物やユーティリティの余剰

分などを洗い出し情報の共有を始めた。それに基づいて、今後、連携案件を発掘し、具体策を探索する。 

 現状、クラサスとＥＮＥＯＳは海底配管を通じてエチレン設備の原料ナフサや水素や窒素などを融通している。日本製

鉄、非鉄金属や製紙、電力など異業種が隣接して立地する特徴を生かし、高度連携による競争力の強化につなげる。 

 大分コンビナートでは、地域競争力の強化や全体の最適化を図るため、ユーティリティの相互融通をテーマにこれまで

も連携の深化を検討してきた。しかし、実現には海底トンネルの新設といったインフラの整備が必要で、実際に実現可能

性調査（ＦＳ）も実施されてきたが、設備投資額が大きいなどハードルが高く、検討は進みにくかった。 

 ただ、ＣＮの潮流が連携の再構築を後押ししている。環境対応投資などは１社単独で実行するのは困難で、企業間の

協業が不可欠であり、それが大分コンビナートでの連携機運再燃のきっかけとなっている。 

 他地域のコンビナート連携でみると、周南（山口県周南市）で、出光興産、東ソー、トクヤマ、日本ゼオン、日鉄ステンレ

スの５社がＣＮの実現を目的に原燃料転換などの具現化に向けた協議を行っている。 

 国内の石化コンビナートでは、厳しい事業環境が続くなか、１地域に複数基が稼働する千葉・京葉、神奈川・京浜で計

３基の停止が発表され、さらに旭化成、三井化学、三菱ケミカルが８月に有限責任事業組合（ＬＬＰ）を設立して大阪と岡

山に各社が保有する全２基のエチレン製造設備の最適な体制の構築の検討を進めている。それらの動きは生産の最適

化にとどまらず、共同でグリーン・コンビナートに転換する狙いがある。 

 九州唯一のエチレン設備を擁する大分コンビナートは、石化、石油精製、製鉄をはじめ多様な業種の近接性を生かす

ことで、ＣＮ化と持続的成長の両立に向けた新たなステージに踏み出そうとしている。 

 

 

 

 

 

 



⑦ 上下水道管付けた橋の 7 割耐震不足、落橋すれば機能不全 会計検査院

が指摘 

2025 年 10 月 28 日 日経 XTECH 

 

 

2024 年 1 月の能登半島地震で損傷したと見られる水管橋（写真：日経クロステック） 

 

 全国の上下水道事業者 41 者が 2022、23 年度に上下水道管を取り付けた橋梁 74 橋のうち、約 7 割の 51 橋で耐震性

不足の恐れがあることが会計検査院の検査で明らかになった。事業者が橋の耐震性の確認を怠ったり、耐震性不足の

恐れがあると分かっても対策を講じずに取り付けたりしていた。国土交通省が能登半島地震を踏まえて耐震化を進める

「重要ライン」でも、橋自体の耐震性を把握していなかった。会計検査院が 25 年 10 月 21 日に公表した。 

 

 

（出所：会計検査院） 

 

 橋桁に取り付けた上下水道管を「添架水管橋」（てんかすいかんきょう）と呼ぶ。検査院は、全国の上下水道事業者の

うち新潟、山口、熊本の 3 県と 38 の市町村や企業団など計 41 者が、22、23 年度に発注した添架水管橋の築造工事 63

件、74 橋を検査の対象とした。 

 上下水道事業者は添架水管橋の築造で、社会資本整備総合交付金など政府の交付金を受け取ることができる。63 件

の工事の契約金額計 39 億 2273 万円のうち約 3 割の 12 億 2011 万円が交付金だ。 

 

 

会計検査院の検査で、耐震性不足の恐れがあることが分かった奈良県田原本町の橋梁。添架水管橋が付いている 

（写真：会計検査院広報室） 



 検査院によると 41 者のうち 24 者は水管を取り付ける橋の全てか一部について、耐震性の有無を確認していなかった。

検査院が確認したところ、これらのうち 22 者の 43 橋は、現行の道路橋示方書で定める基準を満たしていない耐震性不

足の恐れがある橋だった。 

 また、41 者のうち 20 者の 28 橋は、橋の全てか一部について耐震性の有無を確認していた。しかし、このうち 6 事業者

の 8 橋は、耐震性不足の恐れがある橋だと把握しながら水管を取り付けていた。 

 

会計検査院の検査結果 

 

（出所：会計検査院の資料を基に日経クロステックが作成） 

 

 検査の結果、耐震性を確認していなかった 43 橋と知りながら水管を取り付けた 8 橋の計 51 橋に耐震性不足の恐れが

あることが分かった。橋に落橋などの損傷が生じた場合、水管も同時に損傷して上下水道が機能不全に陥る恐れがあ

る。これら 51 橋の直接工事費は約 2 億円で、うち交付金は 7562 万円。 

 国交省は 24 年 1 月に発生した能登半島地震の被害を踏まえて、取水施設や下水処理場などの「急所施設」や、避難

所や医療機関などの「重要施設」を結ぶ管路を「重要ライン」と位置付け、集中的に耐震化を進めている。耐震性不足の

51 橋のうち 16 橋は重要ラインの中にあった。検査院によれば、国交省は橋自体の耐震性の有無は把握していなかった。 

 国交省は検査院の指摘を踏まえて 25 年 9 月、上下水道事業者に事務連絡を実施した。原則として耐震性が確保され

ている橋に添架水管橋を設けることや、耐震性不足の恐れがある橋に設ける場合は耐震性確保のための工法を検討し

たり応急対策を策定したりすることなどを周知する内容だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑧ 有害物質含む金属を電炉で再資源化 

2025 年 10 月 23 日 日経 XTECH 

 

 鹿島と大手電炉メーカーの共英製鋼は、有害物質が付着した金属廃棄物の無害化・再資源化に向けて協力する。建

物の解体工事で発生した、アスベスト（石綿）や鉛含有塗料などが付着する金属廃棄物を電炉で無害化し、鉄鋼製品に

再生する〔図 1〕。2 社間で金属廃棄物の回収、運搬体制を強化し、国内各地の解体現場への展開を目指す。2025 年 8

月 27 日に 2 社が発表した。 

 

〔図 1〕金属廃棄物の循環 

 

有害物質が付着した金属廃棄物の無害化・再資源化の流れ。共英製鋼が再資源化した鉄鋼製品は、鹿島以外の建設会社にも納入する

（出所：鹿島と共英製鋼の資料を基に日経アーキテクチュアが作成） 

 

 鹿島は、解体工事で発生する有害物質が付着した金属廃棄物の処理を共英製鋼に依頼する。共英製鋼は電炉で有

害物質を無害化溶融処理し、鉄筋などの鉄鋼製品として再生。この製品を鹿島が購入し、施工するプロジェクトに使用す

る。 

 従来、解体現場では金属廃棄物に付着した有害物質をその場で剥離した上で金属スクラップとして処理するか、埋め

立て処分していた。現場での剥離作業においては、技能者の作業負担や安全衛生、周辺環境への配慮が課題だった。

今回の取り組みでは、有害物質を電炉の溶融処理で無害化できるため、現場での剥離作業が不要となり、労働環境や

生産性の向上が見込める。 

 今後、有害物質が付着した金属廃棄物は、解体工事の増加に伴い大量に発生する見込みだ。鹿島と共英製鋼による

と、建て替えなどの時期が迫る橋梁や鉄塔のような 1960 年ごろに建てられた建造物の多くに鉛含有塗料が使用されて

いる。 

 

各地の事業所で許認可を取得 

 共英製鋼は国内で唯一、鉛含有塗料と石綿が付着した金属廃棄物を処理する許認可を受けた事業所を、山口県山陽

小野田市に構える。2029 年度をめどに、大阪府枚方市、愛知県飛島村、茨城県土浦市の事業所で同様の許認可の取

得を目指すとしている。 

 共英製鋼は、金属廃棄物を溶融し、鉄を分離してから、揮発した鉛をダストとして回収し、石綿はスラグとして回収する。

同社経営企画部コーポレートコミュニケーション室によると、トレーサビリティーの確保に伴い管理費用が発生するため、

今回の取り組みで再生する鉄鋼製品の価格は通常製品に比べ 1 トン当たり約 2000 円高くなるという。 

 鹿島は 50 年度までに建設廃棄物のリサイクル率 100％を目指す。同社は「金属廃棄物の処理は建設業界全体として

の課題だ。再資源化の取り組みが広がることを期待している」とコメントした。 

 

 



⑨ 出光興産、富士石油への TOB を終了 11 月 5 日に子会社化 

2025 年 10 月 29 日 日本経済新聞 

 

出光興産は 29 日、石油精製を手がける富士石油への TOB（株式公開買い付け）を 28 日をもって終えたと発表した。同

社への出資比率を従来の 22%から 75%に高めた。11 月 5 日に連結子会社にする。 

出光は 9 月、261 億円を投じて富士石油への出資比率を 92・5%に高めると発表していた。一部の株主が TOB に応募し

なかった。スクイーズアウト（強制買い取り）を実施し、2026 年 1 月以降に出資比率を 92・5%に高めることを目指す。 

両社は石油製品の生産能力の融通や、設備投資などで一段を連携を深める。脱炭素に対応するための投資でも協力

する。 

 

 

 

⑩ artience、化学素材特化のシェアオフィス 業界交流拠点に 

2025 年 10 月 30 日 日本経済新聞 

 

 

本社内に開設したシェアオフィス（30 日、東京都中央区） 

 

印刷インキの artience（アーティエンス、旧東洋インキ SC ホールディングス）は 30 日、化学素材業界に特化した会員制

のシェアオフィスを立ち上げたと発表した。東京都中央区京橋にある本社の 1 フロアを使い、業界に特化した様々な企業

のマッチング拠点として活用するほか、同社の新規事業創出を目指す。 

シェアオフィス「インキュベーションキャンバストウキョウ」にはすでに大学や政府の研究機関、ベンチャーキャピタル（VC）

など 25 社が加盟する。各社・団体が定期的に講演会も開催する。セミナールームや会議室、集中して作業のできるブー

スなども設けた。費用は月額料金制で 1 人当たり 4 万円、新興企業の会員は 1 万円となる。 

インキュベーションセンターの高橋隼人所長は「これまで化学素材系に特化してマッチングできる機会の場が少なかっ

た。将来は約 200 社の参加を目指していきたい」としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑪ 週間原油コストの推移 

週間コスト 1 円程度上昇 

原油高・円安反映 2 週上振れ 

2025 年 11 月 5 日 燃料油脂新聞 

 

 



 


